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重層的な住宅セーフティネットの 
構築について 

ー民間賃貸住宅における入居支援と居住支援ー 

【資料３】 
横浜市住宅政策審議会 

第１専門部会 
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住宅セーフティネットの構築に係る課題 

● 重層的な住宅セーフティネットの構築 
● 民間賃貸住宅における入居支援と居住支援の充実 【重点的に議論】 
● 新たな住宅確保要配慮者への対応 

住宅セーフティネットの目指すべき方向  【論点】 

○あんしん・安全な住環境整備とコミュニティの創出 
○住まいと近接した子育て支援サービス等の確保 
 

公営住宅 公的賃貸住宅 

入
居
支
援 

≪市営住宅≫ 
○真に困窮する方々の入
居機会の確保 
○大規模改修や建替えに
よる市営住宅の維持 
 

民間賃貸住宅 

居
住
支
援 

≪優賃住宅≫ 
○低・中所得向け住宅の
更なる供給 
≪公社・ＵＲ賃貸≫ 
○各事業主体の取組との
連携 

≪民間賃貸住宅≫ 
○円滑な入居支援の促進 
≪サ付住宅≫ 
○入居者の費用負担を抑
えた住宅の供給誘導 

○大規模改修や建替えに
よる市営住宅の維持 
○入居者の高齢化等によ
るコミュニティ活動の希薄
化及び自治会活動の低下
への対応 

○地域の中で支え合い安
心できる住環境の提供 
 
 
 
 

○より一層進む少子高齢
化に対応した居住環境の
形成 
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住宅セーフティネットに係る施策 
公営住宅 公的賃貸住宅 

≪市営住宅≫ 
○入居収入基準の緩和 
○単身入居 
○優先入居 
○長寿命化対応、建替え
の検討 
 

民間賃貸住宅 

≪優良賃貸住宅≫ 
○低・中所得向け住宅の
更なる供給 
≪公社・ＵＲ賃貸≫ 
○各事業主体との取組と
の連携 
 

≪民間賃貸住宅≫ 
○民間賃貸住宅あんしん
入居事業 
≪サ付住宅≫ 
○入居者の費用負担を抑
えた住宅の供給誘導策の
検討 

≪市営住宅≫ 
○高齢者向けに設計され
た住宅の供給 
○福祉施設等の併設 
○生活援助員の派遣 
 

≪優良賃貸住宅≫ 
○低・中所得の高齢者世
帯や子育て世帯向けに供
給 
○子育て優賃と高優賃と
の合築 

≪民間賃貸住宅≫ 
○民間賃貸住宅あんしん
入居事業 
≪サ付住宅≫ 
○指導指針の策定による
質の向上 

入
居
支
援 

居
住
支
援 
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公営住宅・公的賃貸住宅の対応範囲 

住宅セーフティネットに係る施策 

※費用負担は実際の家賃額から主要な範囲を表示。 
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横浜市民間住宅あんしん入居事業 

入居支援 

居住支援 

民間賃貸住宅における入居支援と居住支援 

民間賃貸住宅における入居支援と居住支援 

 高齢者・身体障害者向け
の緊急通報装置つき電
話の設置 

 日常生活相談（ひとり暮
らし高齢者への訪問事業
等） 

 在宅福祉サービス（介護
保険サービス、ホームヘ
ルプサービス等） 

 福祉サービス相談 等 

 
連絡調整 
 

 
 
 
 

民間住宅あんしん入居事業 
連絡調整会議 
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入居支援 

民間賃貸住宅における入居支援と居住支援 

１．対象者・・・次の要件（1）（2）に該当するもの。     
   
 （1） 在住等の要件 
   ・横浜市内に原則６か月以上在住、在勤、在学、在所（病院等）していること。 
   ・外国人にあっては、６か月以上の在留資格があること。"    
     
 （2） 次のいずれかに該当すること。 
   ・高齢者世帯： 世帯主が60歳以上である世帯 
   ・障害者世帯： 身体･知的･精神障害者（手帳所持者） 
   ・外国人世帯： ６か月以上の在留資格により国内在留が認められている者 
   ・一人親世帯： 父子家庭・母子家庭 
   ・生活保護世帯： 生活保護を受けているもののうち、市内転居が必要な者 
   ・特定疾患患者世帯： 神奈川県特定疾患医療受給者証の所持者 
   ・ＤＶ被害者： 区福祉保健センター長が認めた者(状況により（1）の要件を緩和) 
   ・児童福祉施設出身者： 児童相談所長が認めた者 
   ・ホームレス自立支援センター退所者： 区福祉保健センター長が認めた者 
   ・子育て世帯：未就学児がいて、市民税非課税の世帯  
 
２．保証の内容 
 （1） ２４か月を限度額とした未払い賃料の代位弁済 
 （2）残置家財等の撤去費用についての代位弁済 
 （3）原状回復費の代位弁済（賃料の３か月分か３０万円のいずれか低い額） 
 （4）家賃滞納による明渡し訴訟等に要する費用についての代位弁済 
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入居支援 

民間賃貸住宅における入居支援と居住支援 

（１） 相談件数・入居件数 
 
 
 
 
（２） 成約件数内訳 
 
 
 

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

相談件数 342 312 234 265

入居件数 61 45 30 27

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

61 45 30 27

高齢者 7 5 4 2

障害者 2 4 1 1
外国人 0 1 0 1
特定疾患患者 0 0 0 0
ひとり親家庭 3 1 1 0
DV被害者 0 0 0 0
生活保護受給者 49 34 24 23
児童福祉施設等退所者 0 0 0 0
ﾎｰﾑﾚｽ自立支援施設退所者 0 0 0 0
子育て世帯（平成21年度～） 0 0 0 0

内
訳

（
対
象
別

）

成約件数
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				平成24年度 ヘイセイネンド		平成25年度 ヘイセイネンド		平成26年度 ヘイセイネンド		平成27年度 ヘイセイネンド								平成24年度 ヘイセイネンド		平成25年度 ヘイセイネンド		平成26年度 ヘイセイネンド		平成27年度 ヘイセイネンド

		相談件数 ソウダンケンスウ		342		312		234		265				成約件数 セイヤクケンスウ				61		45		30		27

		入居件数 ニュウキョケンスウ		61		45		30		27				内訳（対象別） ウチワケタイショウベツ		高齢者 コウレイシャ		7		5		4		2

																障害者 ショウガイシャ		2		4		1		1

																外国人 ガイコクジン		0		1		0		1

																特定疾患患者 トクテイシッカンカンジャ		0		0		0		0

																ひとり親家庭 オヤカテイ		3		1		1		0

																DV被害者 ヒガイシャ		0		0		0		0

																生活保護受給者 セイカツホゴジュキュウシャ		49		34		24		23

																児童福祉施設等退所者 ジドウフクシシセツトウタイショシャ		0		0		0		0

																ﾎｰﾑﾚｽ自立支援施設退所者 ジリツシエンシセツタイショシャ		0		0		0		0

																子育て世帯（平成21年度～） コソダセタイヘイセイネンド		0		0		0		0
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																障害者 ショウガイシャ		2		4		1		1
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居住支援 

民間賃貸住宅における入居支援と居住支援 

今後の方向性 

１．あんしん入居物件への緊急通報システムの導入 

２．あんしん入居の制度啓発による利用促進 

機器と人による見守り 
 ・生活センサー 
 ・緊急通報ボタン 
 ・緊急時駆けつけシステム 等で孤独死を防止 
  
 ※設置導入費用は市が負担し、月額費用は入居者が負担予定 
 
  →高齢者の入居に対する、民間賃貸住宅のオーナーや不動産店の不安を軽減 

チラシの作成による区役所、地域ケアプラザ、不動産店等への周知、出
前講座の実施等 
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居住支援 

民間賃貸住宅における入居支援と居住支援 

緊急通報装置つきの電話

（あんしん電話）
― ― ― ― ― ― ― ―

区役所 区役所 区役所 区役所 区役所 区役所

区役所（要件該当者のみ

対応）

身体障害者

在宅福祉サービス
介護保険

サービス等
支援費サービス等

ホームヘル

プサービス

等

― ―

ひとり暮らし高

齢者等への訪

問事業等（区

役所）

自立生活ア

シスタント

利用施設職

員等

福祉サービス相談
区役所、地域活動ホーム、

障害者施設

区役所、

生活支援

センター

区役所、在

宅介護支援

センター、居

宅介護支援

事業者

日常生活相談 ―

― ―

訪問相談

（不定期）

ホームヘル

プサービス

等

ケースワー

カー

特定疾患患者

―

ＤＶ被害者
児童福祉施設

等退所者

ホームレス自

立支援施設退

所者

ホームレス

巡回相談員

生活保護受給

者

―

― ―

知的障害者 精神障害者
ひとり親家庭・

子育て世帯
高齢者

住宅確保要配慮者を対象として、横浜市関係局区等による居住支援策により、
自立生活のサポートが行われている。 
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居住支援 

民間賃貸住宅における入居支援と居住支援 

【事業例】 
 
●あんしん電話の設置 【健康福祉局】 
・・・けがや急病など緊急を要する場合に、緊急通報装置の発信ボタンを押すことで
近隣の協力者や消防局へ通報できる電話を設置。  
 
●障害者自立生活アシスタント事業 【健康福祉局】 
・・・単身等で生活する知的障害者、精神障害者、発達障害者及び高次脳機能障害
者が地域生活を継続するために、専門的知識と経験を有する「自立生活アシスタン
ト」が、具体的な生活の場面での助言やコミュニケーション支援を行う。 
 
●ホームヘルプサービス（居宅介護等事業） 【健康福祉局】 
・・・身体障害児・者、知的障害児・者、精神障害児・者、難病患者等の日常生活を支
援するためにホームヘルプサービスを提供。 
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連絡調整 

民間賃貸住宅における入居支援と居住支援 

横浜市では、民間住宅への入居支援を円滑に行うための調整会議として、関係
者同士で顔の見える関係を築く 「民間住宅あんしん入居事業連絡調整会議」を
開催。 

 
「民間住宅あんしん入居事業連絡調整会議」 
 

• 構成メンバーは、神奈川県宅地建物取引業協会、全日本不動産協会、ＮＰＯ法
人 かながわ外国人すまいサポートセンター、日本セーフティー株式会社、横浜
市（国際局、こども青少年局、健康福祉局、建築局） 
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居住支援協議会 

民間賃貸住宅における入居支援と居住支援 

各都道府県においては、「住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進
に関する法律第10条第1項」に基づく協議会として、住宅確保要配慮者の民間

賃貸住宅への円滑な入居の促進等を図るため、地方公共団体、不動産関係
団体、居住支援団体等が連携し、居住支援協議会を設立。 
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「神奈川県居住支援協議会」   
 
• 「住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律」に基づ

き設置 
• 「住宅確保要配慮者」（低額所得者、被災者、高齢者、障害者、子育て世帯、

外国籍県民等）の民間賃貸住宅への円滑な入居及び住宅確保要配慮者向
けの賃貸住宅の供給の促進について協議する 

• 構成メンバーは、宅地建物取引業者、賃貸住宅事業者、居住支援団体、神
奈川県宅司法書士会、県内の10市町（横浜市を含む）、神奈川県等 

居住支援協議会 

民間賃貸住宅における入居支援と居住支援 

神奈川県においても、民間賃貸住宅への円滑な入居及び住宅確保要配慮者
向けの賃貸住宅の供給の促進について協議する「神奈川県居住支援協議会」
が設置されている。 
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国土交通省「新たな住宅セーフティーネット検討小委員会」における検討 

民間賃貸住宅における入居支援と居住支援 

新たな住宅セーフティーネット検討小委員会について 

「新たな住宅セーフティーネット検討小委員会」 
 
・2016（平成28）年３月に閣議決定された住生活基本計画（全国計画）に

位置づけられた、住宅セーフティネット機能の強化についての具体的検討
を行うため、2016（平成28）年3月28日に国土交通省「社会資本整備審議
会住宅宅地分科会」の下に設置。 
 
・2016（平成28）年4月19日に第1回会合を実施。 
 
<参考>（住生活基本計画（全国計画）抜粋）     
目標３ 住宅の確保に特に配慮を要する者の居住の安定の確保     
（基本的な施策）     
（１）住宅確保要配慮者の増加に対応するため、空き家の活用を促進するとともに、   
民間賃貸住宅を活用した新たな仕組みの構築も含めた、住宅セーフティネット機能
を強化  
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国土交通省「新たな住宅セーフティーネット検討小委員会」における検討 

民間賃貸住宅における入居支援と居住支援 
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国土交通省「新たな住宅セーフティーネット検討小委員会」における検討 

民間賃貸住宅における入居支援と居住支援 
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国土交通省「新たな住宅セーフティーネット検討小委員会」における検討 

民間賃貸住宅における入居支援と居住支援 
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国土交通省「新たな住宅セーフティーネット検討小委員会」における検討 

民間賃貸住宅における入居支援と居住支援 
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国土交通省「新たな住宅セーフティーネット検討小委員会」における検討 

民間賃貸住宅における入居支援と居住支援 
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